
 

- 50 - 

５ ＡＳＥＡＮ 

 

 

  

【基本的考え方】 

（貿易の振興） 

・ ＡＳＥＡＮでは、輸出パートナーとの連携を強化してきたタイ、マレーシ

ア、シンガポールや、県内企業を含む日系企業が多く進出するなど今後の販路

開拓が期待できるベトナムの４か国を中心に取組みの重点化を図る。 

・ タイでは、産地間競争が激しい中で、信頼できる輸出パートナーとの連携に

より農産物、日本酒、加工食品等を中心に着実に輸出額は増加していることか

ら、取引品目の拡大とともに、新規品目の提案を積極的に行い輸出拡大に取り

組む。 

・ マレーシアでは、農産物を中心に輸出額が大きく伸びており、輸出パートナ

ーとの連携強化を図りながら、更なる輸出拡大に取り組む。 

・ シンガポールでは、日本酒を中心に販路開拓の取組みを進め、輸出額も増加

していることから、展示会等への出展などにより、周辺国へのショーケース機

能を活用し、輸出パートナーの拡大や県産品の輸出拡大に取り組む。 

・ ベトナムは、ＡＳＥＡＮの中で人口が３番目に多く、都市部への人口増加が

進行し、今後ＧＤＰの伸びが期待できる市場であることから、輸出パートナー

との連携により農産物等の新たな販路開拓に取り組む。 

・ 本県の進出企業が多いベトナムなどを中心に、海外取引拡大のための機会の

創出など、県内ものづくり企業の海外事業展開等に対する支援に取り組む。 

【重点品目：農産物、県産酒、加工食品、工芸品、工業製品】 

 

（インバウンドの推進） 

・ 全国と比して本県への訪問の割合が高い冬期については、本県の強みとして

これまでの取組みを継続するとともに、課題となる春から秋を含めた通年での

観光需要の獲得を目指す。 

・ トップセールスによるタイやベトナムとのネットワーク構築に加え、バンコ

ク－仙台便の運航再開を契機として更なる誘客拡大を図る。 

・ 海外県人会や本県ゆかりのキーパーソンとのつながりを活かしながら、スキ

ー、雪、桜、パワースポットなど現地のニーズとマッチする本県の素材を発信

し、高所得者層、中間層をターゲットに観光需要の更なる獲得を目指す。 
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≪タイ≫ 
（貿易の振興）  

○市場の概要 

実績（H27→H30） 国・地域の現状 これまでの本県の取組み 

貿易実態調査(H27→H29) 

2,597百万円→4,700百万円(81.0%増) 

国際機構支援の輸出実績  

6,412千円→11,766千円(83.5%増) 

県産農産物輸出状況調査 

11 トン→10 トン 

○日本産食品への認識が高く、市場

としての成熟度は高い一方、競争

が激しい 

○訪日旅行者の増加により、中間所

得層においても日本産食品に対し

好印象を持つ人が増加。Ｒ元年

10 月仙台－バンコク便再開による

好循環が期待 

○ＡＳＥＡＮの中では、早い

時期から農産物を中心に

販路拡大に取り組み、輸

出パートナーとの信頼関

係を構築 

 

 

 

●輸出パートナーとの連携強化による県産品の輸出拡大 

《取組内容》 

・県産品の認知度向上に向けた百貨店、スーパー等での販売プロモーションの

充実 

・日本料理店での農産物、県産酒、加工食品など県産食材フェアの実施による

業務用食材の取引数量・品目の拡大 

・国際見本市等への出展による新規輸出パートナーの拡大など県産品の販路拡

大と新たな輸出ルートづくり 

 

●山形県産農産物国別輸出アクションプラン（タイ）に沿った農産物の更なる輸

出拡大 

《取組内容》 

・現地での継続した販売プロモーションにより流通経路が確立されてきている

「りんご」のほか、「もも」・「柿」についても輸出数量及び販路を拡大 

・山形県産和牛の認知度向上と販路を拡大 

 

  

0

5,000

10,000

15,000

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

農水産物 
日本酒 
その他食品 

主な輸出品目（H30）      

○牛肉 

○麺類等 

○りんご 

○日本酒 など 

【タイへの県産品輸出額】 
（県国際経済振興機構支援分） 

（千円） 
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（インバウンドの推進）  

○市場の概要（ＡＳＥＡＮ全体及びタイ） 

県内受入実績 
（H27→H30） 

現状 
これまでの 

本県の取組み 
山形との関係 
（特記事項） 

5,899人 
→16,997人 
（188.1%の増） 

○訪日旅行者数
は過去最高を
記録 

○特にタイは東南
アジア史上初の
100万人を突破 

○ASEAN戦略アドバイザーからの意見
聴取 

○現地旅行博への参加 

○旅行エージェント、メディア・インフル
エンサー等の招請 

○令和元年(2019年)10月末にバンコク－
仙台便が約５年ぶりに再開 

○４月中旬のソンクラーンは、タイ最大の
旅行シーズンであり、人気の高い桜と
雪（残雪）が山形では一緒に楽しめる 

○タイで人気が高いパワースポット訪問
が可能 
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●現地の嗜好等を反映した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・現地旅行会社等と連携し、人気のある雪、桜、パワースポットなど、本県の

強みである観光資源を中核とした通年での誘客プロモーションの展開 

・バンコク－仙台便利用による旅行商品の造成を現地旅行会社へ働きかけ 

・ＪＮＴＯ、旅行会社等、現地キーパーソンと連携したスキー需要の開拓・誘

客 

・現地旅行会社の商品造成担当者等を招請してのファムツアーや商談会等の実

施 

・現地インフルエンサーの活用とＳＮＳ等によるタイ語での情報発信 

・将来的な国際チャーター便誘致に向けた検討 
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≪マレーシア≫ 
（貿易の振興）  

○市場の概要 

実績（H27→H30） 国・地域の現状 これまでの本県の取組み 

貿易実態調査(H27→H29) 

590百万円→928百万円(57.3%増) 

国際機構支援の輸出実績  

8,851千円→18,105千円(104.6%増) 

県産農産物輸出状況調査 

26 トン→52 トン 

○１人当たりのＧＤＰは ASEAN 諸国の

中で３番目に高い 

○日本産青果物は人気が高く、富裕層

を中心に浸透し始めている 

○果物やコメを中心に輸

出を促進し、輸出額が

大きく伸びている 

 

 

 

●輸出パートナーとの連携強化による県産品の輸出拡大 

《取組内容》 

・県産品の認知度向上に向けた高級百貨店等での販売プロモーションの充実 

・ハラル認証制度などイスラム圏特有の市場、商習慣に関する情報収集、県内

事業者への情報提供や相談への対応 

 

●山形県産農産物国別輸出アクションプラン（マレーシア）に沿った農産物の更

なる輸出拡大 

《取組内容》 

・現地消費者の嗜好を踏まえ「ぶどう」「りんご」「柿」等の輸出数量及び販路

を拡大 

 

（インバウンドの推進）  

○市場の概要 

 

主な輸出品目（H30）      

○りんご 

○コメ 

○もも  など 

【マレーシアへの県産品輸出額】 
（県国際経済振興機構支援分） 

（千円） 
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●現地の嗜好等を反映した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・現地旅行会社等と連携し、人気のある雪、桜など、本県の強みである観光資

源を中核とした通年での誘客プロモーションの展開 

・近隣県・ＪＮＴＯ等と連携した旅行博への出展やプロモーションの実施 

・バンコク－仙台便や台湾－仙台便を活用した旅行商品造成を現地旅行会社へ

働きかけ 

・中華系富裕層の誘客促進に向けた人気の高い雪、桜、食、果物などを活かし

た情報発信 

・現地旅行会社の商品造成担当者等を招請してのファムツアーや商談会等の実

施 

・インフルエンサーを活用したＳＮＳ等での情報発信強化 

 

●ムスリム層の誘客に向けた受入態勢の整備・情報発信 

《取組内容》 

・ムスリム層の誘客に向けた、県内観光関係者へのハラル対応に関する情報提

供 

・近隣県・ＪＮＴＯ等と連携した現地への本県ムスリムフレンドリー情報の発

信 
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≪シンガポール≫ 
（貿易の振興）  

○市場の概要 

実績（H27→H30） 国・地域の現状 これまでの本県の取組み 

貿易実態調査(H27→H29) 

3,788百万円→4,097百万円(8.2%増) 

国際機構支援の輸出実績  

452千円→4,866千円 (976.5%増) 

県産農産物輸出状況調査 

197 トン→279 トン 

○国内での農業基盤・生産基盤がほ

とんどなく、食糧の調達は品目全

般にわたって輸入依存 

○世界各国から食が集まり、競合が

激しいマーケット。周辺国へのショ

ーケース機能を持つ 

○日本酒を中心に県産品の輸

出拡大に取り組んでいる 

○H27 年度に ASEAN 貿易コー

ディネーターを設置 

 

 

 

 

 

 

 

●輸出パートナーとの連携強化による県産品の輸出拡大 

《取組内容》 

・日本食レストランや飲食店等での県産酒、県産食材プロモーションの実施に

よる業務用販路の開拓・拡大 

・国際見本市等への出展による輸出パートナーの拡大など県産品の販路拡大と

新たな輸出ルートづくり 

・周辺国へのショーケース機能や現地コーディネーターを活用したＡＳＥＡＮ

市場の情報収集、工芸品や工業製品の販路開拓など輸出有望品目の提案 

 

●山形県産農産物国別輸出アクションプラン（シンガポール）に沿った農産物の

更なる輸出拡大 

《取組内容》 

・「コメ」「りんご」「もも」「ぶどう」「かき」「西洋なし」「さくらんぼ」を輸出

重点品目とし、輸出数量及び販路を拡大 

 

（インバウンドの推進）  

○市場の概要 

主な輸出品目（H30）  

○日本酒 

○花き 

○菓子 

○りんご など 

【シンガポールへの県産品輸出額】 
（県国際経済振興機構支援分） （千円） 
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●現地の嗜好等を反映した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・個人旅行者の占める割合が高いことを踏まえ、更なる個人旅行者増に向けた

ＯＴＡサイト及びＳＮＳ等による情報発信の強化 

・現地旅行会社等と連携し、訴求力が高い雪、桜、食など、本県の強みである

観光資源をキーとした通年での誘客プロモーションの展開 

・近隣県・ＪＮＴＯ等と連携した旅行博への出展やプロモーションの実施 

・現地旅行会社の商品造成担当者やインフルエンサー、メディア等を招請して

のファムツアーの実施 
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≪ベトナム≫ 
（貿易の振興）  

○市場の概要 

実績（H27→H30） 国・地域の現状 これまでの本県の取組み 

貿易実態調査(H27→H29) 

5,167百万円→10,774百万円 

(108.5%増) 

本県の進出企業数 

14社（R元年現在） 

○ＡＳＥＡＮの中で人口が３番目に多く、ハノイや

ホーチミン等都市部の人口増加が進み、今後

ＧＤＰの伸びが期待 

○県内企業を含め、多くの日系企業が進出し、

現地に生産拠点を持つ 

○H29、R 元年度に県内企業

ミッション団を派遣し、現地

進出企業等の視察や商談

会を開催 

 

●輸出パートナーとの連携による新規販路開拓 

《取組内容》 

・輸出パートナーとの連携による県産品の新たな販路開拓と市場調査 

 

●ものづくり企業の海外事業展開に対する支援 

《取組内容》 

・海外取引支援機関や関係団体等と連携した県内ものづくり企業の海外事業展

開等に対する支援 

 

（インバウンドの推進）  

○市場の概要 
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●調査分析の実施 

《取組内容》 

・今後の伸びが見込まれる市場について、地域特性や好まれる観光素材等の調

査分析を実施 

 

●現地旅行会社との関係構築・誘客事業の展開 

《取組内容》 

・現地旅行会社へのセールスによる関係構築 

・近隣県・ＪＮＴＯ等と連携した（近隣県への）国際チャーター便誘致及び本

県を周遊する旅行商品造成の働きかけ 

・現地旅行会社の商品造成担当者等を招請してのファムツアーや商談会等の実

施 

・ゴールデンルートを訪れている旅行者や訪日旅行に関心のある層を山形に呼

び込むため、雪、花、果物、おしん等をキーとした誘客プロモーションの実

施 

・インフルエンサーを活用したＳＮＳ等での情報発信 
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≪その他ＡＳＥＡＮ≫ 
（貿易の振興）  

●他産地に先行した山形ブランドの確立と販路拡大 

《取組内容》 

・フィリピン等における県産品の認知度向上に向けた高級百貨店等での販売プ

ロモーションの実施 
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６ 欧州、米国、豪州 

 

 

（貿易の振興）  

●県産品の輸出拡大に向けた取組み 

《取組内容》 

≪欧州・米国≫ 

・米国の輸出パートナーとの連携による「つや姫」を始めとする県産品の輸出

拡大 

・欧州への販路開拓に向けた農産物の新規輸出パートナーの発掘 

・欧州の輸出パートナーとの連携による県産酒の輸出拡大 

・欧州や米国市場をターゲットとした本県が誇るものづくり技術を活かし工芸

品やデザイン製品等のバイヤー招へい等によるマッチング機会の創出 

 

●山形県産農産物国別輸出アクションプラン（ＥＵ【ドイツ、フランス】、北米）

に沿った農産物の更なる輸出拡大 

《取組内容》 

≪ＥＵ【ドイツ、フランス】≫ 

・「つや姫」を始めとする県産米について、ＥＵ各国の日本食レストラン等の外

【基本的考え方】 

（貿易の振興） 

・ 所得水準が高く、高い購買力を有し、在留邦人や進出日本企業数も多い欧州

及び米国において、県産米を中心に県産農産物の輸出拡大を図る。 

・ 欧州では、ミラノ万国博覧会への出展やＩＷＣ２０１８「ＳＡＫＥ部門」審

査会の山形開催等を契機に、日本酒の輸出が増加していることから、輸出パー

トナーとの連携により県産酒の輸出拡大に取り組む。 

・ 本県が誇るものづくり技術を活かした工芸品やデザイン製品等のニーズが高

い欧州や米国市場をターゲットとした海外バイヤーを招へいし、県内企業との

商談機会の提供などにより、県産品の輸出拡大を図る。 

 

（インバウンドの推進） 

・ 東京 2020 オリンピック・パラリンピックなど日本が海外から大きな注目を

集める機会を捉えて、現在ゴールデンルートを訪れている旅行者や訪日旅行に

関心のある層をターゲットに、観光需要を獲得する。 

・ 欧州・米国は、他市場に比べて春夏期の来県も比較的多く、通年での誘客が

課題となっている本県にとって有望な市場である。欧州は特に精神文化体験、

米国は伝統や食文化への関心が高く、さらに豪州も雪質の良さからウインター

スポーツの人気が高いものの日本の文化体験への関心も高いため、本県の持つ

観光資源との相性が良いことから、新たな重点市場として観光需要の獲得に取

り組む。 
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食を中心に販路を開拓 

≪北米≫ 

・「つや姫」を始めとする県産米について、日本食レストラン等の外食を中心に

販路を開拓 

・山形県産和牛については、米国の低関税枠の拡大を踏まえ、高級レストラン

を中心に販路を開拓 

 

（インバウンドの推進）  

○市場の概要 

≪欧州（英・仏・独）・米国・豪州≫ 

県内受入実績 
（H27→H30） 

現状 
これまでの 

本県の取組み 
山形との関係 
（特記事項） 

6,288人 
→15,745人 
（150.4％増） 

比較的長期
滞在が多い 

○現地旅行博への参加 

○旅行エージェント、メディア・インフルエ
ンサー等の招請 

○外航クルーズ船の酒田港寄港増 

○【豪】雪質が良いとして、蔵王スキー場
の認知度向上 

○【仏】人気の高い精神文化として、出羽
三山の山伏体験など山形ならではのコ
ンテンツ提供が可能 
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≪イギリス（英）≫ 

 

 

≪フランス（仏）≫ 
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≪ドイツ（独）≫ 

 

 

≪アメリカ合衆国（米国）≫ 
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≪オーストラリア（豪州）≫ 

 
出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

 

 

≪欧州≫ 

●精神文化に関心のある人が集まるイベント等での誘客事業の展開 

《取組内容》 

・出羽三山の修験道や本県発祥の居合道など、本県ならではの精神文化、食な

どの資源を活かした現地旅行会社へのセールス、ＪＮＴＯと連携した商談

会・旅行博への出展 

・ＩＷＣ2018（英国）ＳＡＫＥ部門審査会や、ＵＮＷＴＯ（本部スペイン）「雪

と文化の世界観光会議」（2018）の本県開催、フランスでの精神文化プロモー

ション（2018,2019）など、これまでの取組みにより本県と関わりの深い現地

キーパーソンを活用した情報発信とプロモーションの展開 
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●精神文化ツーリズムに特化した旅行会社等を活用した情報発信 

《取組内容》 

・出羽三山巡礼の旅をフックとした精神文化へ興味のある層への働きかけ 

・ＯＴＡと連携したプロモーションの展開及び旅行商品購入までのワンストッ

プサービスの提供 

・ゴールデンルートを訪れている旅行者や訪日旅行に関心のある層をターゲッ

トとした誘客ＰＲの実施 

・インフルエンサーを活用した現地メディアでのＰＲ 

・現地旅行会社の商品造成担当者等を招請してのファムツアーや商談会等の実

施 

 

●外航クルーズ船を活用した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・外航クルーズ船の寄港拡大及び本県ならではの観光資源を活かしたオプショ

ナルツアーの造成・催行 

 

≪米国≫ 

●個人客を対象とする現地メディア等を活用した情報発信 

《取組内容》 

・インフルエンサーを活用した現地メディアでのＰＲ 

・友好姉妹都市であるコロラド州のキーパーソンを活用した情報発信 

・ゴールデンルートを訪れている旅行者や訪日旅行に関心のある層をターゲッ

トとした誘客ＰＲの実施 

 

●現地の嗜好等を反映した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・富裕層に向けた旅行商品の造成支援や商談会への参加担当者等を招請しての

ファムツアー、商談会等の実施 

・本県ならではの精神文化、食などの資源を活かしたＪＮＴＯと連携したセミ

ナーなどでのＰＲ 

・ＯＴＡと連携したプロモーションの展開及び旅行商品購入までのワンストッ

プサービスの提供 

・外航クルーズ船の寄港拡大及びオプショナルツアーの造成・催行 

 

●外航クルーズ船を活用した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・外航クルーズ船の寄港拡大及び本県ならではの観光資源を活かしたオプショ

ナルツアーの造成・催行 

 

≪豪州≫ 
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●民間事業者と連携した旅行博等での誘客事業の展開 

《取組内容》 

・訪日旅行のけん引役となっているスキーについて、本県スキー場の雪質の良

さを活かした現地旅行会社へのセールス、ＪＮＴＯと連携した商談会・旅行

博への出展 

・ＯＴＡと連携したプロモーションの展開及び旅行商品購入までのワンストッ

プサービスの提供 

 

●現地旅行会社等を活用した情報発信 

《取組内容》 

・現地旅行会社の商品造成担当者等を招請してのファムツアーや商談会等の実

施 

・ゴールデンルートを訪れている旅行者や訪日旅行に関心のある層をターゲッ

トとした誘客ＰＲの実施 

・富裕層に向けた旅行商品の造成支援や商談会への参加担当者等を招請しての

ファムツアーや商談会等の実施 

 

●外航クルーズ船を活用した誘客事業の展開 

《取組内容》 

・外航クルーズ船の寄港拡大及び本県ならではの観光資源を活かしたオプショ

ナルツアーの造成・催行  
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７ その他の市場 

 

 

≪極東ロシア≫ 
（貿易の振興）  

●県産品の輸出拡大に向けた取引支援、有望品目の調査、発掘 

《取組内容》 

・継続取引のある輸出品目を中心に、県産品の輸出拡大に向けた取引支援や有

望品目の調査、発掘 

 

●酒田港の利用拡大に向けた極東ロシアにおける市場ニーズの調査・把握 

《取組内容》 

・アドバイザーを活用した、酒田港からの極東ロシア向けコンテナ貨物量の拡

大を図るための市場ニーズの調査・把握 

・酒田港からの極東ロシア向けコンテナ貨物量の拡大を促進するための、アド

バイザーによる人的ネットワークを活用した新規荷主の掘り起こし 

 

≪インド≫ 
（貿易の振興）  

●インドへの新規市場開拓に向けた市場ニーズの調査・把握 

《取組内容》 

・インドへの県産品の新規市場開拓に向けた市場調査の実施 

 

（インバウンドの推進）  

●インドからの誘客に向けての調査分析 

《取組内容》 

・今後の伸びが見込まれる市場について、好まれる観光素材等の調査分析の実施 

・誘客に向けた現地キーパーソンの掘り起こし  

【基本的考え方】 

（貿易の振興） 

・ 極東ロシア市場において、酒田港の利用拡大に向けた対岸貿易の振興を図

る。通貨安や景気低迷により、輸出拡大には厳しい状況にあるが、将来を見据

えた有望品目の調査、発掘等を図るため、情報収集及び継続取引のある輸出品

目などを中心に取引支援に取り組む。 

・ 今後成長が見込まれるインド市場の新規市場開拓に向けた取組みを進める。 

 

（インバウンドの推進） 

・ インドは、中国に次いで世界第２位の人口規模を誇り、訪日旅行者数も右肩

上がりに増加していることから、今後の誘客に向けた調査分析等を進める。 
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Ⅶ 推進体制と手法 

１ 現地支援体制について 
 

企業の海外取引等や観光誘客の促進にあたっては、現地での活動をサポートす

る体制を整備することが必要である。現在、本県では以下のとおり海外活動拠点

を置き、企業等の海外での活動を支援している。 

 

○中国・県ハルビン事務所 

中国との経済交流をはじめ、技術・学術・文化等も含めた多面的な交流連携

を重点的に展開するため、友好県省としての交流実績や人脈形成等が進んだ黒

龍江省ハルビン市に、平成 23 年 10 月、現地事務所を設置した。県職員１名、

県内金融機関の派遣職員１名、現地スタッフ２名で運営している。 

主な業務は、県産品の輸出振興、現地事業機会の拡大支援、観光誘客に向け

たプロモーション、技術・学術・文化交流の推進。 

 

○ジェトロ香港駐在 

中国・アジア諸国へのゲートウェイとして、県内企業等の海外取引を支援す

るため、平成 30 年 10 月、ジェトロ香港事務所に、県職員１名を派遣している。 

主な業務は、県産品の輸出振興、県内企業等の相談・橋渡し。 

 

○海外在住コーディネーター 

・貿易コーディネーター等 

県内企業と現地企業の取引を拡大するため、商談に係る情報収集、事前調整、

フォローアップ、県産品ＰＲ等の業務を行う現地貿易コーディネーター及びア

ドバイザーを設置している。現在は、中国（平成 24 年５月、平成 27 年４月か

ら各１名）、韓国（平成 27 年９月から）、ＡＳＥＡＮ・シンガポール（平成 27

年６月から）の計４名。 

・観光コーディネーター 

現地での日常的な誘客活動を強化するため、山形関連旅行商品の造成働きか

けや国際チャーター便の誘致、山形観光情報の発信などを行う現地観光コーデ

ィネーターを設置している。現在は、台湾（平成 20 年４月から）、香港・広州

（平成 21 年７月から）、上海（平成 23 年７月から）、ソウル（平成 24 年４月か

ら）の計４法人。 

 

本戦略の推進にあたっては、こうした海外活動拠点を核として、ジェトロ、Ｊ

ＮＴＯ、県内金融機関等や現地県人会との連携を密にして、支援体制を強化して

いく。 

また、現地の情勢の変化や重点地域での取組みの状況等を踏まえて、現地支援

体制を絶えず検証・見直し、本戦略の取組みを柔軟で効果的に実施できる体制を
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構築していく。 
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２ 推進機関の連携 
 

本戦略の推進にあたっては、県をはじめ各推進機関がそれぞれの役割を認識し

積極的に取組みつつ、相互に連携して県内企業等を支援していく。さらに、県内

高等教育機関やＮＰＯ、業界団体や農業団体等とも密接に連携し取組みを進めて

いく。 

 

○公益財団法人山形県国際交流協会 

(公財)山形県国際交流協会は、県内唯一の「地域国際化協会」（地域の国際交

流を推進するにふさわしい中核的民間国際交流組織として総務省から認定され

た団体）として、市町村や県内の国際交流団体等を支援する中核的な役割を担

う。 

また、外国人相談窓口の運営や日本語教室の開設を通じて在住外国人の支援

を図るとともに、県民の国際理解や多文化共生への理解促進、国際理解サポー

ター・ボランティア登録制度を活用した各分野の国際交流事業や多文化共生に

向けた取組みへの支援を行う。 

 

○一般社団法人山形県国際経済振興機構 

(一社)山形県国際経済振興機構は、山形県内事業者の輸出や海外取引等、海

外ビジネス展開を総合的に支援する専門機関としての役割を担う。県産品輸出

コーディネーター３名を配置し、①相談受付、②情報提供、③取引支援、④販

路開拓、⑤助成制度の５つの機能により県内事業者の県産品輸出や海外取引を

サポートしている。 

また、ジェトロ等の関係支援機関・団体等との連携や、県ハルビン事務所、

現地コーディネーター及びアドバイザーを活用し、ワンストップ的な相談対応

や県内事業者が必要とする関連情報の提供、現地活動支援等を行う。 

 

○独立行政法人日本貿易振興機構 

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）は、世界 70 カ所以上の海外ネッ

トワークと、貿易投資の実務相談、展示会への出展支援などのサービスメニュ

ーを取り揃えて、日本企業及び在外日系企業の皆様の海外ビジネス展開をサポ

ートするべく、様々なサポート及びサービスを行う。 

特に、中小企業の海外展開支援に力を入れており、こうした支援の効率的な

実施や支援先の裾野拡大のため、自治体や関係機関との連携を強化する。 

 

○公益財団法人山形県企業振興公社 

（公財）山形県企業振興公社は、県内ものづくり企業の取引支援の一環とし

て、海外事業展開を支援する役割を担う。 

海外取引支援アドバイザーを設置し、県内ものづくり企業の海外取引等につ

いて指導助言を行うとともに、海外ビジネスミッション団の派遣等を通じて取
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引拡大を支援していく。 

 

○山形県国際観光推進協議会 

山形県国際観光推進協議会は、県、関係市町村及び海外誘客に取り組む観光

事業者が一体となって、海外誘客事業を展開する役割を担う。 

現地プロモーションや関係者の招請事業といった外客誘致推進事業のほか、

県内の外国人受入態勢の強化を図るため、インバウンド受入協議会の設置誘引

及び活動経費の一部支援、県内空港への国際チャーター便や他県空港を利用し

た旅行商品等に対する支援、各市場の特性に応じた本県独自の情報発信などを

継続的に行い、県と連携した観光誘客の拡大に取り組む。 

また、更なる海外誘致の拡大に向け、外国人観光客に対応可能な宿泊施設な

どの施設の増加を図り、誘客の増加に対応できる態勢づくりを推進していく。 

 

○独立行政法人国際観光振興機構（日本政府観光局／ＪＮＴＯ） 

独立行政法人国際観光振興機構は、海外における観光宣伝、外国人観光客に

対する観光案内、その他外国人観光客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行

うことにより、国際観光の振興を図ることを目的としている。 

ＪＮＴＯでは、訪日外国人旅行者統計はもとより、旅行者のニーズや嗜好を

とらえた各種調査を行っていることから、その蓄積された豊富なデータやノウ

ハウ、主要な訪日旅行市場 14 都市に設置されている海外事務所を活用し、効果

的な情報発信、現地プロモーション等を実施していく。 

 

○“プロスパーポートさかた”ポートセールス協議会 

県、酒田市、関係企業・団体等により構成されている団体であり、ポートセ

ールス活動、広報宣伝活動などを通じて、国際物流拠点としての酒田港の振興

を図る役割を担う。 

企業訪問等のポートセールス活動、パンフレットやホームページ等による広

報宣伝活動、酒田港の物流機能強化に向けた取組み、外航クルーズ船誘致推進

及び受入態勢の構築等、酒田港利用拡大に向けた取組みを官民一体となって推

進する。 

 

○公益社団法人山形県観光物産協会 

(公社)山形県観光物産協会は、県、市町村及び観光誘客に取り組む民間事業

者が一体となって、教育旅行をはじめとする国内外からの誘客事業を展開する

役割を担う。 

県内全域を対象区域とする地域連携ＤＭＯ候補法人として、各種ツーリズム

やグローバル人材の育成等の事業を展開し、県と連携した観光誘客の拡大に取

り組む。  
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３ 進行管理等 
 

○ 本戦略の推進にあたっては、毎年、進捗状況、課題、目標の達成状況につい

て検証・評価を行うとともに、外部有識者による山形県国際戦略検証委員会に

報告し、国際情勢の変化を踏まえた施策の方向性等の意見を聴取して、施策・

事業の内容を見直し、改善を図る。 
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第２次山形県国際戦略の策定経過 
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・第２次山形県国際戦略（案）について 
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